
 

 

 

2023年３月 10日 

各  位 

会 社 名 み ず ほ リ ー ス 株 式 会 社 

代 表 者 の 
役 職 氏 名 代表取締役社長 津原 周作 

（コード番号：8425 東証プライム） 

問い合わせ先 
経 営 企 画 
部 長 藤原 隆司 

電 話 番 号 0 3 - 5 2 5 3 - 6 5 1 1 ( 代 表 ) 

 

代表取締役の異動、役員異動及び人事異動並びに組織変更に関するお知らせ 

 

当社は、2023 年３月 10 日開催の取締役会において、下記のとおり代表取締役の異動、役員異動及び

人事異動について内定いたしましたのでお知らせいたします。また、下記のとおり組織変更を決議いた

しましたので、あわせてお知らせいたします。 

 

 

記 

 

１．代表取締役の異動 

(1)異動の内容（2023年４月１日付） 

氏 名 （新） （現） 

津原  周作 
取締役会長 

取締役会議長 

代表取締役社長 

兼 ＣＥＯ 

中 村  昭 
代表取締役社長 

兼 ＣＥＯ 

代表取締役副社長 

兼 副社長執行役員 

永峰  宏司 

代表取締役副社長 兼 副社長執行役員 

ＣＦＯ、ＣＳＯ、ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ統括責任者 

企画グループ長 

財務・主計グループ長 

グローバル本部長 

専務取締役 兼 専務執行役員 

ＣＦＯ 

（ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部、主計部、 

財務部、国際業務管理部、 

国際業務推進部 担当） 

 

(2)異動の理由 

新役員体制により「経営の監督と執行の分離」を更に推し進めるとともに、「経営基盤強化」と「新ビ

ジネス領域の更なる拡大」を図るため。 

 

 



 

 

(3)代表取締役の氏名及び略歴 

新役職名 代表取締役社長 兼 ＣＥＯ 

氏  名 中 村  昭 （なかむら あきら） 

生年月日 1960年 11月 11 日 

学  歴 1985年３月 東京大学経済学部卒業 

略  歴 2011年４月 株式会社みずほコーポレート銀行 日本橋営業部長 

 2013年４月 株式会社みずほフィナンシャルグループ 執行役員大企業法人業務部長 

 2015年４月 みずほ証券株式会社 常務執行役員 

 2016年４月 株式会社みずほフィナンシャルグループ 常務執行役員 

2018年４月 同社 執行役専務 大企業・金融・公共法人カンパニー長 

2019年４月 株式会社みずほ銀行 副頭取執行役員 大企業・金融・公共法人部門長 

2020年４月 当社 副社長執行役員、ＣＲＯ 

2021年６月 当社 代表取締役副社長 兼 副社長執行役員、ＣＦＯ 

2022年４月 当社 代表取締役副社長 兼 副社長執行役員（現任） 

所有株式数 700株(2023 年３月 10 日現在) 

 

新役職名 代表取締役副社長 兼 副社長執行役員、ＣＦＯ、ＣＳＯ、サステナビリティ統括責任者 

氏  名 永峰  宏司 （ながみね ひろし） 

生年月日 1964年５月 16日 

学  歴 1988年３月 東京大学法学部卒業 

略  歴 2011年７月 株式会社みずほ銀行 青山支店青山第二部長 

 2014年４月 同社 営業第十三部長 

 2016年４月 同社 執行役員 欧州地域本部副担当役員 

 2017年４月 株式会社みずほフィナンシャルグループ 常務執行役員 欧州地域本部長 

 2020年４月 同社 執行役専務 欧州地域本部長 

 2020年５月 同社 執行役専務 グローバルコーポレートカンパニー長 兼 

       グローバルプロダクツユニット副ユニット長 

 2021年４月 当社 専務執行役員、ＣＲＯ 

 2022年６月 当社 専務取締役 兼 専務執行役員、ＣＦＯ（現任） 

所有株式数 100株(2023 年３月 10 日現在) 

 

 

 

 



 

 

２．取締役の異動（2023年４月１日付） 

 

氏 名 （新） （現） 

西山  隆憲 

専務取締役 

兼 専務執行役員 

営業本部長 

ｻｰｷｭﾗｰ･ｿｻｲｴﾃｨ･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ本部長 

常務取締役 

兼 常務執行役員 

（業務推進部、ｿﾘｭｰｼｮﾝ推進部、 

営業部店 担当） 

時安  千尋 
取締役 

人事部顧問 

常務取締役 

兼 常務執行役員 

（人事部、総務部 担当） 

高橋  利之 

常務取締役 兼 常務執行役員 

ＣＲＯ、ＣＣＯ 

法務･ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽｸﾞﾙｰﾌﾟ長 

リスク管理グループ長 

インベストメント本部長 

常務取締役 

兼 常務執行役員 

ＣＳＯ、ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ統括責任者 

（経営企画部、 

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部(副) 担当） 

時安千尋氏、高橋利之氏は、2023 年６月 27 日開催予定の当社株主総会終了の時をもって、当社取締役

を退任予定。 

 

（新任取締役候補） 

氏 名 担当（2023年４月１日時点） 

竹澤  敏幸 
常務執行役員 

人事・総務グループ長 

大高   昇 
常務執行役員・ＣＩＯ 

IT システム・事務グループ長 

2023年６月 27日に開催予定の当社定時株主総会に付議。 

 

 

３．執行役員の異動 

(1)昇 任（2023年４月１日付） 

氏 名 （新） （現） 

竹澤  敏幸 
常務執行役員 

人事・総務グループ長 

執行役員 

出向 

みずほ丸紅リース㈱ 

取締役常務執行役員 

石山  博英 

常務執行役員 

不動産本部長 

不動産業務部長 兼 不動産営業第一部長 

執行役員 

不動産業務部長 兼 不動産営業第一部長 

佐藤  健介 

常務執行役員 

営業本部副本部長 

業務推進部長 

執行役員 

業務推進部長 兼 ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ共創部長 

 

 

 

 



 

 

(2)新 任（2023年 4月 1日付） 

氏 名 （新） （現） 

須見  則夫 
常務執行役員 

（営業部店担当） 

株式会社みずほ銀行 

常務執行役員 

資源・素材インダストリーグループ長 

藤原  隆司 
執行役員 

経営企画部長 
経営企画部長 

小松  幸子 
執行役員 

リスクマネジメント統括部長 

理事 

リスクマネジメント統括部長 

今井  武人 
執行役員 

首都圏営業第三部長 

みずほ信託銀行株式会社 

執行理事 エリア長 

工藤  寛之 
執行役員 

名古屋支店長 

理事 

名古屋支店長 

松井  雅人 

執行役員 

出向 

エムエル・エステート㈱ 

取締役社長 

理事 

出向 

エムエル・エステート㈱ 

取締役社長 

 

(3)委嘱の変更（2023年 4月 1日付） 

氏 名 （新） （現） 

折橋  克泉 
常務執行役員 

（営業部店担当） 

常務執行役員 

（営業部店担当、大阪駐在） 

大高   昇 
常務執行役員・ＣＩＯ 

IT システム・事務グループ長 

常務執行役員・ＣＩＯ 

（システム企画部、情報システム部、 

事務統括部、営業事務部、 

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ部、 

ビジネスサポート部 担当） 

座間  信久 
常務執行役員 

審査グループ長 

常務執行役員、ＣＲＯ、ＣＣＯ 

（法務コンプライアンス部、審査部 

リスクマネジメント統括部 担当） 

阿部  昌彦 

常務執行役員 

ｻｰｷｭﾗｰ･ｿｻｲｴﾃｨ･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ本部副本部長 

（営業部店担当） 

常務執行役員 

（営業部店担当） 

山田   隆 
常務執行役員 

（営業部店担当、大阪駐在） 

常務執行役員 

（営業部店担当） 

橋本  泰彦 

常務執行役員 

ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾃｰｼｮﾝ本部長 

ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ本部副本部長 

常務執行役員 

（営業部店担当） 

舩川  一臣 

常務執行役員 

ｻｰｷｭﾗｰ･ｿｻｲｴﾃｨ･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ本部副本部長 

環境エネルギー営業部長 

常務執行役員 

環境エネルギー営業部長 

向 島  亨 
執行役員 

ＤＸビジネス営業部長 

執行役員 

ソリューション推進部長 

高畑 昌志 
執行役員 ＣＩＯ補佐 

IT システム・事務グループ副グループ長 

執行役員 

ＣＩＯ補佐 

 



 

 

(4)執行役員の退任（2023年３月 31日付） 

氏 名 （新） （現） 

水冨  芳保 辞任 
執行役員 

（特命事項担当） 

関  一 雄 辞任 

執行役員 

出向 

みずほ東芝リース㈱ 

常務執行役員 

吉田  健二 辞任 
執行役員 

事務統括部長 

水冨芳保氏は、2023年４月１日付で当社参与に就任予定。 

関 一雄氏は、当社執行役員退任後、引き続きみずほ東芝リース㈱常務執行役員。 

吉田健二氏は、2023 年４月１日付で当社参与に就任し、同年６月にエムエル・エステート㈱監査役に  

就任予定。 

 

４．理事就任（2023年４月１日付） 

氏 名 （新） （現） 

岸  忠 良 
理事 

法務コンプライアンス部長 
法務コンプライアンス部長 

近藤 竜太朗 
理事 

主計部長 
主計部長 

坂本  光浩 
理事 

国際業務管理部長 
国際業務管理部 担当部長 

北  照 実 
理事 

ＣＥ推進部長 
資産営業部長 

秋山  健司 
理事 

医療ヘルスケア営業部長 
仙台支店長 

安藤  雅之 
理事 

航空機営業部長 
航空機営業部長 

増井  紀一 
理事 

不動産営業第二部長 
不動産営業第二部長 

能戸  勝也 
理事 

ファイナンス営業部長 
ファイナンス営業部長 

上野  和永 
理事 

コーポレート営業二部長 
コーポレート営業二部長 

内藤  文明 
理事 

広島支店長 
広島支店長 

 

 



 

 

横 田  剛 

理事 

出向 

Krungthai Mizuho Leasing Co., Ltd. 

Director and Executive Vice President 

出向 

Krungthai Mizuho Leasing Co., Ltd. 

Director and Executive Vice President 

直井  稔晴 

理事 

出向 

みずほ東芝リース㈱ 

出向 

みずほ東芝リース㈱ 

武  祐 三 
理事 

経営企画部 副部長 グループ戦略室長 
経営企画部 副部長 グループ戦略室長 

西谷  卓朗 
理事 

主計部 副部長 財務企画室長 
主計部 副部長 財務企画室長 

 

 

５．組織変更(2023 年４月１日付) 

（1） 本部・グループ制を導入 

 当社のビジネス領域が飛躍的な拡大を続けるなか、各事業領域における更なる事業の発展および

専門性の深化を目指し、迅速かつ的確な意思決定を機動的に実施するため、本部・グループ制を

導入いたします。 

 本部・グループ制の導入に伴い、各事業領域の企画・推進・統括機能として、「本部」および「グ

ループ」を新設いたします。 

 

（2） 営業体制の強化 

 お客さまのニーズに対応し、経営課題解決・価値共創に向けた取り組みを一層強化するために、

各種体制を発展的に見直します。 

① 新規事業開発の体制について 

ソリューション推進部の新規プロダクト開発機能をイノベーション共創部に統合いたします。

統合後は「イノベーション共創部」を中心に、新規事業開発への取り組みを一層強化してま

いります。 

② ベンダーファイナンスおよびサブスクリプションビジネスの体制について 

機種別の専門部であるＤＸビジネス営業部、建機営業部、自動車営業部に加え、ソリューシ 

ョン推進部のサブスクリプションビジネス推進機能を統合いたします。 

統合後は「ＤＸビジネス営業部」を中心に、機種に対する専門性の深化、ＤＸを活用したベ

ンダーファイナンスおよびサブスクリプションビジネスへの取り組みを一層強化してまいり

ます。 

尚、上記①～②に伴い、「ソリューション推進部」は発展的に解消いたします。 

 

（3） デジタル推進部を新設 

 最新のデジタル技術を研究するとともに、社内外のあらゆるステークホルダーとのコラボレーシ

ョンによる新規ビジネスの創出を追求する専担部として、「デジタル推進部」を新設いたします。 

 

 

 



 

 

（4） クライアントサービス部を新設 

 事務体制の更なる高度化を目的として、オペレーションマネジメント部およびビジネスサポート

部を再編し、「クライアントサービス部」を新設いたします。 

 

（5） システム企画部に「次期システム推進室」を新設 

 将来的な次期システムへの移行に向けた検討プロジェクトの全体推進・統括を担う組織として、

システム企画部内に「次期システム推進室」を新設いたします。 

 

（6） 審査部に「プロダクツ審査室」を新設 

 当社のビジネス領域の拡大、営業資産の多様化等に伴う審査機能の更なる高度化の必要性から、

審査部内に「プロダクツ審査室」を新設いたします。 

 

（7） 「資産営業部」を「ＣＥ推進部」に改組 

 資源循環、脱炭素に向けた社会的気運が高まるなか、「サーキュラーエコノミー（ＣＥ）」は、当

社における注力領域の一つと位置付けております。 

 従来のリース満了物件の適正処理に留まらず、ＣＥ実現に向けた取り組みを強化することを目的

に、「資産営業部」を「ＣＥ推進部」として改組いたします。 

 

 

６．新たな中期経営計画の検討について 

 

社会・経済を取り巻く激しい環境変化によりお客さまの抱える課題は多様化・複雑化し、企業活動

を通じた社会課題への対応がより重要となるなか、金融機関・リース会社が担う役割の社会的意義は

ますます高まっております。それに伴い、当社の事業領域も一層の拡大が展望されるととともに、お

客さまの課題と社会課題の双方を解決し、お客さまとともに当社が継続的な成長を実現し更なる飛

躍を遂げるために戦略の見直しが必要であると認識しております。 

上記認識のもと、現在の中期経営計画の終了を1年前倒し、当社が長期的に目指す姿の方向性を定

め、その実現に向けた具体的な戦略・取り組みとして、2023年度から始まる新たな中期経営計画の策

定を検討しております。 

今般の組織変更は、策定を検討している新たな中期経営計画における取り組みを見据えたもので

す。中期経営計画の詳細は、2023年5月に別途開示させて頂く予定です。 

 

以 上 


